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平成 15年 3月期    決算短信（連結）      平成 15年5月22日 

上場会社名  日本タングステン株式会社     上場取引所 東 福 

コード番号  ６９９８      本社所在都道府県 福岡県 
（ＵＲＬ  http://www.nittan.co.jp ） 

代 表 者  役職名  取締役社長 氏名 松野 直彦 
問合せ先責任者  役職名  業務部長 氏名 石松 茂 TEL （092）415-5500 

決算取締役会開催日  平成15年 5月22日 
米国会計基準採用の有無   無  
 
１．15年 3月期の連結業績（平成14 年4月1日～平成15年3 月31日） 
(1)連結経営成績       （百万円未満切り捨て表示） 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

15 年3月期 9,672 △5.9 51 - 132 - 

14 年3月期 10,283 △24.9 △253 - △111 - 

 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益        

株主資本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円 ％  円 銭  円 銭 ％ ％ ％ 

15 年3月期 32 - 1.16 - 0.4 0.7 1.4 

14 年3月期 △869 - △31.30 - △9.5 △0.5 △1.1 

(注) ①持分法投資損益      15 年3月期     56百万円   14年 3月期     47百万円 
 ②期中平均株式数(連結)  15 年3月期   27,725,255 株   14 年3月期   27,775,729株 
 ③会計処理の方法の変更   無 
 ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円  銭 

15 年3月期 18,002 8,272 45.9 300.41 

14 年3月期 19,029 8,568 45.0 308.52 

(注) 期末発行済株式数(連結)  15年3 月期   27,536,366株   14年3月期   27,774,224株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による          
キャッシュ・フロー 

投資活動による          
キャッシュ・フロー 

財務活動による          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 

15 年3月期 1,069 △13 △602 2,143 

14 年3月期 △650 △733 1,187 1,690 

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数  3社  持分法適用非連結子会社数  0社  持分法適用関連会社数  4社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結 (新規)  0社  (除外)  0社   持分法 (新規)  0社  (除外)  0社 
 
２．16年 3月期の連結業績予想（平成15年4月 1日～平成16 年3月31日） 
 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 
 

百万円 
 

百万円 
 

中 間 期 4,850 150 85 
通    期 9,850 400 225 
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）   8円 17銭 
 
※上記業績予想は、現時点での入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は様々な要因によって予想数

値と異なる場合があります。なお上記業績予想に関する事項は、決算短信(連結)の添付資料 6 ページを参照ください。
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１．企 業 集 団 の 状 況           

 
  当社グループは、当社、連結子会社３社および持分法適用関連会社４社により構成され、粉末冶金事 
業を主たる事業として、産業用機器事業並びにこれらに類しないその他事業を行っております。 
  当社グル－プの事業概要は次のとおりであります。 
 
  【粉末冶金事業】 
  電気電子関連として、タングステンおよびモリブデン線・棒・板、電気接点、電極、磁気ヘッド
基板、半導体・液晶製造用部品、誘電体セラミックス等を製造販売しております。 
機械関連として、ＮＴダイカッター、切削工具、都市開発工具、耐摩耐食部品等を製造販売して
おります。 
［関係会社］（製造販売） 
(株)昭和電気接点工業所（連結子会社）、サハビリヤニッタン(株)(タイ国、持分法適用関連会社)、 
ＳＶニッタンプレシジョン(株)(タイ国、同)、四平日本タングステン有限会社（中国、同）、 
九江日本タングステン有限会社（中国、同） 

      
  【産業用機器事業】 
自動化・省力化機器の製作販売および設備の据付、修理、プラント等の製造販売を行っておりま
す。 
［関係会社］（製作販売、据付） 
（株）福岡機器製作所（連結子会社） 

  
【その他事業】 
  形状記憶合金を応用した一般消費者向け製品部材等の製造販売を行っております。 
  この他、不動産管理、保険代理、商品販売などを行っております。 
［関係会社］（販売、サービス）  

   （株）エヌ・ティーサービス（連結子会社） 
 
    事業の系統図は次のとおりであります。 
 

得               意              先 

 

                                            

         

 

                                                                      

 

 

 

 

      粉    末    冶    金    事     業 当 
社 電 気 電 子 関 連 機   械   関   連 

産 業 用 機 器 事 業 その他事業 

                                     

              

                  

 

 
                        
    
                          
        
        
        製  品             原材料 
       サービス・小売 

連結子会社 
(株)昭和電気接点工業所 

持分法適用関連会社 
 四平日本タングステン有限会社 

持分法適用関連会社 
サハビリヤニッタン（株）

連結子会社 
(株)福岡機器製作所 

連結子会社 
(株)エヌ・ティーサービス 

持分法適用関連会社 
SVニッタンプレシジョン（株）

持分法適用関連会社 
 九江日本タングステン 有限 会社 

【連結】 
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（関係会社の状況） 

    名     称 住  所 
資本金 

（百万円） 

議決権の所有 

割合（％） 
事業の内容 

（連結子会社） 

（株）昭和電気接点工業所 

福岡県 

飯塚市 
１０ １００．０ 電気接点、その他電子部品の製造販売 

（株）福岡機器製作所 
福岡市 

博多区 
２０ １００．０ 

産業用機械装置類の製造販売ならびに

修理に関する工事 

（株）エヌ・ティーサービス 
福岡市 

博多区 
１０ １００．０ 

不動産の管理、損害保険・生命保険代理

業、商品販売 

（持分法適用関連会社） 

サハビリヤニッタン（株） 

タイ国 

バンコク市 

百万バーツ 

２０ 
４７．７ 

超硬ダイス、超硬チップ、機械工具

類の製造販売 

ＳＶニッタンプレシジョン（株） 
タイ国 

バンコク市 

百万バーツ 

４０ 
４９．０ 超硬精密金型の製造販売 

四平日本タングステン 

有限会社 

中国吉林省 

四平市 

百万米ドル 

６ 
４０．０ 

タングステン・モリブデン製品、合金材料の

製造販売 

九江日本タングステン 

有限会社 

中国江西省 

九江市 

百万元 

１５ 
２５．０ 

タングステン・モリブデン製品、合金材料の

製造販売 

 

【連結】 
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２．経  営  方  針           
 

 

（１） 会社の経営の基本方針 
     当社は、タングステンの粉末冶金技術をベースに独自の製品開発力と加工技術を駆使し、次世 
    代マテリアルのパイオニアとして事業の発展に取り組んでまいります。 
     当社の経営理念は、 

     【創 意】…「あらゆる変化に対応し新しいものを作り出していく
こころ

意」 

     【誠 意】…「私たちをとりまくお客様や地域社会に尽くす
こころ

意」 

     【熱 意】…「今日から明日へと絶えず向上をめざす熱い
こころ

意」 

     この私たちの３つの
こころ

意をもとに、株主、顧客、地域社会と相互に協調し、自然環境との調和を 
    はかりつつ、一層の発展をめざします。 
 
（２） 会社の利益配分に関する基本方針 
     当社は、当該年度の業績と将来の事業展開をふまえ、株主各位への安定した利益還元および内 
    部留保の必要性等を総合的に勘案し、利益配当の額を決定することを基本としております。 

 内部留保金につきましては、市場の変化に相応した生産体制の整備、技術革新に対応する開発
投資、経営の効率化、省力化のための投資等に活用し、企業体質と競争力のさらなる強化をはか
ってまいります。 
 

（３）中期的な会社の経営戦略 
     当社は、外部環境の変化に左右されることなく、継続的かつ安定的に成長できる企業体質をめ

ざして、よりいっそうの固定費削減を行い、収益基盤の強化をはかるとともに、さらなる成長に
向けて顧客ニーズ、市場動向への俊敏な対応とコア技術の深耕をはかり、ナンバーワン、オンリ
ーワンの商品を開発し、早期の事業化をめざします。 
 

（４）対処すべき課題 
当社は、ソリューション提案型企業をめざして、営業、技術一体となった営業展開を行い、放射線遮蔽
用の樹脂タングステンシートや移動体通信用の誘電体セラミックス等、新商品のいっそうの拡販をはかる
とともに、マーケットニーズに合った商品開発を強力に推進してまいります。また、国際化への積極的な
対応として、本年１月に香港ブランチを開設し、今後の中国事業の推進拠点として、販売、調達、情報収
集活動を行うとともに、中国合弁会社との連携を強化し、中国事業をさらに強化してまいる所存でありま
す。なお、環境保全対策の一貫として環境ＩＳＯ１４００１を当社のすべての工場で取得いたしまし
た。今後も環境へ配慮した製品の開発から生産、流通、廃棄を含めて環境への負荷を極力低減する 
よう努力してまいります。 

 
（５）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 

当社は、法律を遵守し公正な企業行動を通じて、お客さま、株主、地域社会のみなさまをはじ 
め、社会から信頼されることを最重要事項と位置づけております。 
当社の組織は、業務本部、営業本部、製造本部および開発技術センターの３本部１センター制 
をとっており、各担当分野ごとの経営責任を明確にし、効率的な経営を行っております。 
当社の取締役会は、取締役８名で構成され、うち１名が社外取締役であります。取締役は取締
役会および主要な会議に出席し、法令・定款に基づき決議を要する事項のほか、すべての重要事
項に関して審議し、業務執行状況についても随時報告がなされております。 
また当社は監査役制度を採用し、監査役３名のうち、２名が社外監査役であります。取締役会 
をはじめ主要な会議に出席し、必要に応じ意見等を述べるほか、公認会計士、社内スタッフなど
から報告を受け、また子会社、関連会社への監査を行っております。 
会計監査人は監査法人トーマツに依頼しております。また、顧問弁護士として２弁護士事務所
と顧問契約を結んでおり、必要に応じ、アドバイスを受けております。 

【連結】 
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３．経営成績および財政状態 
 
 
 １．経 営 成 績 
   
  当期の概況 
  当期におけるわが国経済は、輸出の増加や数年に亘る経営改善努力等により一部の業界に業績の回復が見られ
たものの、長引くデフレ不況の影響から個人消費や民間設備投資は依然として低迷を続け、公共投資も財政状況
の悪化から減少傾向にあるなど、全体として停滞感を強めたまま推移いたしました。 
当社の関連する業界におきましては、民間設備投資の低迷に加え、産業構造の変革がグローバル規模で進展し、
市場の海外シフトおよび低価格化の動きが急速に拡大するなど、経営環境はさらに厳しさを増して推移いたしま
した。 
   このような状況のなか、当社といたしましては、海外市場への積極的な展開をはかるとともに、既存市場の掘
り起こしと、コア製品を軸に新製品、新用途向け製品等の拡販を強力に推し進めましたが、当期の連結売上高は、
前期に比べ５．９％減の９６億７千２百万円となりました。 
   利益面につきましては、急激な市場環境の変化のなか、懸命な拡販活動にもかかわらず売上高は減少いたしま
したが、前期に実施した早期退職優遇制度の拡大適用等による経営改善効果に加えて、材料費の削減や生産の効
率化等、ローコスト経営への取り組みを積極的に行った結果、連結経常利益は１億３千２百万円（前年同期１億
１千１百万円の損失）となりました。また連結当期純利益は３千２百万円（前年同期８億６千９百万円の損失）
となり、前期の連結経常損失および連結当期純損失から、低い利益水準ではありますが黒字に転換いたしました。 
 

  当期のセグメント別の状況に関する分析  

１）粉末冶金事業 
①電気電子関連 
電気関連製品は、接点製品が重電・弱電向けともに、電力関連の設備投資の減少等により国内市場は縮
小が続いており、海外向けも大型案件が少なく厳しい状況で推移いたしました。一方、照明用、コピー機
用のタングステンワイヤー製品や放電灯用製品が堅調な需要に支えられて増加いたしました。 
電子関連製品は、超精密加工品がデジタルカメラの普及により大幅に増加いたしましたが、磁気ヘッド
基板はハードディスクドライブ装置の技術革新に伴う製品の小型化が進んだことにより、基板の使用量が
伸びず、また各種パッケージ用ヒートシンクも光通信関連の事業縮小により大幅に減少いたしました。 
この結果、電気電子関連の売上高は６０億７千１百万円（前年同期比７．４％減）、営業損益は   
３千５百万円の損失（前年同期２億９百万円の損失）となりました。 
②機械関連 
機械関連製品は、ＮＴダイカッター製品が従来のサニタリー分野に加えて新用途への展開を行い、また
海外市場での拡販活動とアフターサービス体制の充実により堅調に推移いたしましたが、超硬リング・ス
リーブ製品は市場規模の縮小と電力関連の設備投資抑制で減少し、切削工具も総じて低調に推移したため、
売上高は２９億３百万円（前年同期比０.８％増）となり、営業利益は６千万円（前年同期８百万円
の損失）となりました。 
これにより粉末冶金事業全体では、売上高は８９億７千５百万円（前年同期比４.９％減）、営
業利益は２千５百万円（前年同期２億１千８百万円の損失）となりました。 

２）産業用機器事業 
半導体製造装置関連の設備投資の抑制や経費削減等による設備保守需要が低調に推移し、またプ
ラントも大型の案件がなく、売上高は４億４千９百万円（前年同期比１０.４％減）となり、営業損益
は１千７百万円の損失（前年同期３千５百万円の損失）となりました。 
３）その他事業 
その他製品は、形状記憶合金製品が個人消費の低迷により減少傾向が続いており、売上高は２億４千 
７百万円（前年同期比２７.３％減）と大きく減少いたしましたが、商品販売や不動産管理等のサー
ビス事業の収益が管理コストの削減により改善し、営業利益は３千９百万円（前年同期２百万円）とな
りました。 

【連結】 
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当期の利益配分に関する事項 
  当期の期末配当金につきましては、１株当たり２円の配当を予定しております。この結果、中間配当
金１株当たり２円を含め年間の配当金は４円（前期は中間、期末合わせて３円）となります。 
 
次期の見通し 
   今後の見通しにつきましては、景気回復の足取りは依然として重く、加えてイラク戦争後の米国経済の動向や
新型肺炎（SARS）など景気の先行きに対する懸念要因もあり、引き続き厳しい経済状況で推移すると思われます。 
   このような状況の下、当社といたしましては、磁気ヘッド基板、ＮＴダイカッター、超精密加工品等の主力製
品について、新規ユーザーの獲得、新用途の開発を推進し、シェアーの拡大をはかってまいります。また、市場
の海外シフトおよび低価格化の動きが加速しているタングステンワイヤー製品や接点製品等については、中国で
の生産体制の強化をはかり、売上の維持・拡大に努めてまいります。 
損益面に関しましては、徹底したコスト削減や生産体制の効率化を推進し、業績の向上に努めてまいる所存で
あります。 
次期の見通しにつきましては、連結売上高９８億５千万円（当期比１．８％増）、連結経常利益４億円
（当期比２０３．０％増）、連結当期純利益２億２千５百万円（当期比６０３．１％増）を見込んでおり
ます。 
なお、単独の見通しは、売上高９４億円（当期比１．５％増）、経常利益３億２千万円（当期比     
１４２．４％増）、当期純利益１億８千万円（当期比２２７．３％増）を見込んでおります。 
 
次期の利益配分に関する事項 
次期の利益配分につきましては、１株当たり５円（中間２．５円、期末２．５円）の配当を実施する予定で
あります。 
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２．財 政 状 態 
 
  当期の資産、負債、資本およびキャッシュ・フローの状況に関する分析 
   当連結会計年度末おける連結ベースの現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末に比べ 
４億５千２百万円増加（前年同期１億８千７百万円の減少）し、２１億４千３百万円（前年同期比２６．
８％増）となりました。 
  各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
    営業活動による資金収支は、減価償却費および売上債権の減少のほか、税金等調整前当期純利益の
増加等により、１０億６千９百万円の増加（前年同期６億５千万円の減少）となりました。 
 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 
   投資活動による資金収支は、有形固定資産の取得による支出が減少したほか、長期貸付金の回収お
よび有形固定資産（土地）の売却等により、１千３百万円の減少（前年同期７億３千３百万円の減少）
となりました。 
 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 
   財務活動による資金収支は、長期借入金の返済および配当金の支払い等により、６億２百万円の減
少（前年同期１１億８千７百万円の増加）となりました。 

    
なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりです。 

 平成 12 年 3 月期 平成 13 年 3 月期 平成 14 年 3 月期 平成 15 年 3 月期 

自己資本比率（％） ４５．９ ４５．１ ４５．０  ４５．９ 

時価ベースの自己資本比率（％） ４０．２ ４０．５ ２９．６  ２２．７ 

債務償還年数（年）  ５．２  ４．０ －   ４．８ 

インタレスト･カバレッジ･レシオ  ９．９ １２．８ －  １３．８ 

※ 自己資本比率：自己資本／総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト･カバレッジ･レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
１．各指標は、いずれも連結べースの財務数値により算出しております。 
２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 
３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 
有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべて 
の負債を対象としております。利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利 
息の支払額を使用しております。 
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４．連 結 財 務 諸 表 等 

  

（１）連 結 貸 借 対 照 表                                （単位:百万円） 

当連結会計年度 
（平成１５年３月３１日現在） 

前連結会計年度 
（平成１４年３月３１日現在）          期 別  

 科 目 
金 額 構成比 金 額 構成比 

増  減

 

  （資 産 の 部 ）  ％  ％  

 流 動 資 産 7,669 42.6 7,724 40.6 △54 

 現 金 及 び 預 金 2,143  1,690  452 

 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 3,458  3,715  △256 

 有 価 証 券 -  1  △1 

 た な 卸 資 産 1,647  1,803  △155 

 そ の 他 434  534  △100 

 貸 倒 引 当 金 △14  △21  7 

      

 固 定 資 産 10,332 57.4 11,304 59.4 △972 

 有 形 固 定 資 産 8,534  9,206  △671 

  建 物 及 び 構 築 物 6,292  6,605  △312 

  機械装置及び運搬具             1,733  2,069  △335 

  工 具 器 具 及 び 備 品            146  165  △18 

  土       地 339  359  △20 

  建 設 仮 勘 定 22  6  15 

 無 形 固 定 資 産 59  105  △46 

 投資その他の資産 1,739  1,993  △254 

  投 資 有 価 証 券     1,151  1,361  △210 

  そ の 他 604  658  △53 

  貸 倒 引 当 金 △16  △26  9 

   資 産 合 計    18,002 100.0 19,029 100.0 △1,026 
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（単位:百万円） 

当連結会計年度       
（平成１５年３月３１日現在） 

前連結会計年度          
（平成１４年３月３１日現在） 

          期 別 
 科 目 

金   額 構成比 金   額 構成比 
増  減

 

（負 債 の 部 ）  ％  ％  

 流 動 負 債           4,452 24.8 4,610 24.2 △157 

 支払手形及び買掛金             854  886  △32 

 短 期 借 入 金             2,943  3,005  △61 

 未 払 法 人 税 等             18  6  11 

 賞 与 引 当 金             307  305  2 

 設 備 関 係 支 払 手 形             -  6  △6 

 そ の 他             328  399  △70 

      

 固 定 負 債           5,277 29.3 5,849 30.8 △572 

 長 期 借 入 金             2,234  2,598  △363 

退 職 給 付 引 当 金            2,031  2,136  △105 

役員退職慰労引当金            179  221  △42 

 そ の 他             832  893  △60 

   負 債 合 計 9,730 54.1 10,460 55.0 △730 

（少数株主持分の部） 
 少 数 株 主 持 分              

 
- 

 
- 

 
- 

 
- 

 

- 

（資 本 の 部） 
 資 本 金               

 
- 

 
- 

 
2,509 

 
13.2 

 

△2,509 

 資 本 準 備 金             - - 2,229 11.7 △2,229 

 連 結 剰 余 金             - - 3,577 18.8 △3,577 

  その他有価証券評価差額金 - - 368 1.9 △368 

  為 替 換 算 調 整 勘 定             - - △115 △0.6 115 

 自 己 株 式             - - △0 △0.0 0 

  資 本 合 計 - - 8,568 45.0 △8,568 

（資 本 の 部） 
 資 本 金 

 
2,509 

 
13.9 

 
- 

 
- 

 

2,509 
 資 本 剰 余 金 2,229 12.4 - - 2,229 

 利 益 剰 余 金 3,468 19.2 - - 3,468 

  その他有価証券評価差額金 255 1.4 - - 255 

  為 替 換 算 調 整 勘 定             △151 △0.8 - - △151 

 自 己 株 式             △38 △0.2 - - △38 

  資 本 合 計 8,272 45.9 - - 8,272 

負債・少数株主持分及び資本合計 18,002 100.0 19,029 100.0 △1,026 
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  （２）連 結 損 益 計 算 書                               （単位:百万円） 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

前連結会計年度 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

        期  別 
  
  科  目 

   金   額 百分比 金   額 百分比 

増   減
 

  ％  ％  
  売    上   高 9,672 100.0 10,283 100.0 △610 

 売  上  原  価 8,117 83.9 8,915 86.7 △797 

  売 上 総 利 益           1,554 16.1 1,368 13.3 186 

 販売費及び一般管理費 1,503 15.5 1,621 15.8 △118 

 営業利益又は営業損失(△) 51 0.6 △253 △2.5 305 

 営 業 外 収 益           390 4.0 435 4.2 △44 

  受 取 利 息          12  10  1 

    受 取 配 当 金          11  12  △1 

  持分法による投資利益 56  47  8 

  その他の営業外収益           309  363  △54 

 営 業 外 費 用          309 3.2 293 2.8 16 

  支 払 利 息 78  67  11 

  その他の営業外費用          231  225  5 

 経常利益又は経常損失(△) 132 1.4 △111 △1.1 243 

 特  別  利  益          34 0.3 25 0.2 8 

    土 地 売 却 益          22  21  1 

  貸倒引当金戻入益          10  0  9 

  その他の特別利益          1  3  △2 

 特 別 損 失          47 0.5 1,290 12.5 △1,242 

  早 期 退 職 費 用          -  1,249  △1,249 

  投資有価証券評価損 42  31  10 

    その他の特別損失           5  9  △4 

 税金等調整前当期純利益又は 
 税金等調整前当期純損失(△) 118 1.2 △1,376 △13.4 1,494 

  法人税、住民税及び事業税            19 0.2 28 0.3 △8 

  法 人 税 等 調 整 額            66 0.7 △535 △5.2 601 

当期純利益又は当期純損失(△) 32 0.3 △869 △8.5 901 
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（３）連 結 剰 余 金 計 算 書                            （単位:百万円） 

         期   別 

 科  目 

当連結会計年度 

自 平成14年4月 1日 

至 平成15年3月31日 

前連結会計年度 

自 平成13年4月 1日 

至 平成14年3月31日 

増   減 

Ⅰ 連結剰余金期首残高 - 4,691 △4,691 
Ⅱ 連 結 剰 余 金 減 少 高 - 244 △244 

  1．配 当 金 - 194 △194 

  2．役 員 賞 与 - 49 △49 

  （うち監査役賞与） (  -) (  9) (△9) 
  3．持分法適用会社の増加 
による剰余金減少高 

- 0 △0 

Ⅲ 当 期 純 損 失 ( △ ) - △869 869 

Ⅳ 連結剰余金期末残高 - 3,577 △3,577 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高 2,229 - 2,229 

資本準備金期首残高 2,229 - 2,229 

Ⅱ 資本剰余金期末残高 2,229 - 2,229 

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高 3,577 - 3,577 

連結剰余金期首残高 3,577 - 3,577 

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高 32 - 32 

当 期 純 利 益 32 - 32 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高 141 - 141 

  1．配 当 金 138 - 138 

  2．役 員 賞 与 3 - 3 

Ⅳ 利益剰余金期末残高 3,468 - 3,468 

 

 

【連結】 



 12

（４）連結キャッシュ・フロー計算書                        （単位:百万円） 

            期  別 
 
     科  目 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

前連結会計年度 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

増  減 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ･フロー 
     税金等調整前当期純利益又は 
     税金等調整前当期純損失(△) 
     減 価 償 却 費 
     連 結 調 整 勘 定 償 却 額 
     貸倒引当金の増加額･減少額(△) 
     賞与引当金の増加額･減少額(△) 
     退職給付引当金の減少額(△) 
     受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 
     支 払 利 息 
     為 替 差 益 (△ ) ･ 為 替 差 損 
     持 分 法 に よ る 投 資 利 益 
   固 定 資 産 売 却 益 
     投 資 有 価 証 券 評 価 損 
     早 期 退 職 費 用 
     売 上 債 権 の 減 少 額 
     た な 卸 資 産 の 減 少 額 
     仕 入 債 務 の 減 少 額 ( △) 
     役 員 賞 与 の 支 払 額 
     そ の 他 
                 小    計 
     利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 
     利 息 の 支 払 額 
     法 人 税 等 の 支 払 額 
     早 期 退 職 費 用 の 支 払 額 
        営業活動によるキャッシュ･フロー 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ･フロー 
     有形固定資産の取得による支出                
     有形固定資産の売却による収入 
     投資有価証券の取得による支出                 
     貸 付 に よ る 支 出                 
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入                

     そ の 他                
        投資活動によるキャッシュ･フロー 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ･フロー 
     短 期 借 入 金 の 純 減 少 額 (△) 
     長 期 借 入 に よ る 収 入                
     長期借入金の返済による支出                
     配 当 金 支 払 額                
     自 己 株式の取得による支出 
        財務活動によるキャッシュ･フロー 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額                
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額又は減少額(△)  
Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高                 
Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高                 

 

118 

754 
35 
△16 
2 
△148 
△24 
78 
1 
△56 
△22 
42 
- 
256 
155 
△32 
△ 3 
△35 
1,106 
48 
△77 
△8 
- 
1,069 
 

△153 
43 
- 
△15 
95 
17 
△13 
 
△70 
600 
△955 
△138 
△37 
△602 
△1 
452 
1,690 
2,143 

 

△1,376 

849 
35 
30 
△296 
△88 
△23 
67 
△9 
△47 
- 
31 
1,249 
1,885 
51 
△644 
△49 
△403 
1,262 
23 
△ 67 
△ 645 
△1,224 
△650 
 

△984 
- 
△ 0 
△19 
21 
248 
△733 
 
- 
2,600 
△1,217 
△194 
△0 
1,187 
9 
△187 
1,878 
1,690 

 

1,494 

△94 
△0 
△47 
298 
△59 
△0 
11 
10 
△8 
△22 
10 

△1,249 
△1,629 
103 
611 
46 
367 
△156 
25 
△10 
637 
1,224 
1,720 
 
831 
43 
0 
3 
73 
△231 
720 
 
△70 
△2,000 
261 
55 
△37 
△1,789 
△10 
640 
△187 
452 
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（５）連結財務諸表作成の基本となる事項 
  １．連結の範囲に関する事項 
   すべての子会社3社（ ㈱福岡機器製作所、㈱昭和電気接点工業所 及び ㈱エヌ・ティーサービス）を 
      連結の範囲に含めている。 
  ２．持分法の適用に関する事項 
        すべての関連会社4社（ サハビリヤニッタン㈱、ＳＶニッタンプレシジョン㈱、四平日本タングステン 
        有限会社 及び 九江日本タングステン有限会社 ）に対する投資について持分法を適用している。 
  ３．連結子会社の事業年度に関する事項 
  連結子会社の決算日は、すべて連結決算日と一致している。 
４．会計処理基準に関する事項 
（１） 重要な資産の評価基準及び評価方法 
    ① 有価証券 

         ・満期保有目的の債券       償却原価法（定額法） 
・その他有価証券          
         時価のあるもの    期末日の市場価格等に基づく時価法 
                          （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法 
                            により算定） 

                       時価のないもの    移動平均法による原価法 
          ② たな卸資産 
         ・製品及び商品、仕掛品   主として総平均法による原価法 
    ・原材料及び貯蔵品        主として月別移動平均法による原価法 

       （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法  
        有形固定資産                
       ・建物、構築物            定額法 
       ・その他の有形固定資産    定率法 
                 なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 
                                  建物、構築物 8～50年、機械及び装置 7～12年  

       （３）重要な引当金の計上基準 
① 貸倒引当金            売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸 
                           倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可 
                           能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

           ② 賞与引当金              従業員の賞与の支給に備えるため、前1年間の支給実績を基礎として 
                                      次年度夏季賞与の支給見込額を計上している。 
           ③ 退職給付引当金         従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付 

                           債務及び年金資産残高に基づき、当連結会計年度末において発生して 
                           いると認められる額を計上している。 

           ④ 役員退職慰労引当金      当社及び全ての連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、 
                                      役員退職慰労金内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上している。 
       （４）重要な外貨建ての資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
               外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理 
             している。なお、在外関連会社の資産､負債､収益及び費用は、決算日の直物為替相場により円貨に 
       換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めている。 
     （５）重要なリース取引の処理方法 
           リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい 
             ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用している。 
       （６）重要なヘッジ会計の方法 
      ①ヘッジ会計の方法 
         原則として繰延ヘッジ処理によっている。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約につい 
       ては振当処理に、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっている。 

【連結】 
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      ②ヘッジ手段とヘッジ対象 
        当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は次のとおりである。 
        ａ．ヘッジ手段…為替予約 
          ヘッジ対象…製品輸出による外貨建売上債権 
        ｂ．ヘッジ手段…金利スワップ 
          ヘッジ対象…借入金 
      ③ヘッジ方針 
        デリバティブ取引に関する権限規定および取引限度額等を定めた内部規定に基づき、ヘッジ対象に 
       係る為替相場変動リスクおよび金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしている。  
      ④ヘッジの有効性評価の方法 
        ヘッジ対象のキャシュ・フロー変動の累計または相場変動とヘッジ手段のキャシュ・フロー変動の 
       累計または相場変動を半期毎に比較し、両者の変動額等を基礎にしてヘッジ有効性を評価している。 
        ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略している。 
   （７）その他の連結財務諸表作成のための重要な事項 
             消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税抜方式を適用している。 
           
  ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
   連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用している。 
  ６．連結調整勘定の償却に関する事項 
    連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却を行っている。 
  ７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 
   連結会社の利益処分については、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成している。 
  ８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
   連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可 
  能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から 
  ３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。 
 

【連結】 
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注 記 事 項 

（連結貸借対照表関係）                                 （単位:百万円） 

   当連結会計年度（平成15年3月31日現在）  前連結会計年度（平成14年3月31日現在） 

１．有形固定資産の減価償却累計額   12,972 
 

２．担保に供している資産ならびに担保付債務 

  担保資産 

   土    地      5  

   建    物   2,623       

     計     2,628       

  担保付債務 

   長期借入金   1,780       

  （１年以内返済分含む）     
 

３．保証債務      16（65 千米ドル） 
 

    ――――― 

１．有形固定資産の減価償却累計額   12,266 
 

２．担保に供している資産ならびに担保付債務 

  担保資産 

   土    地      5  

   建    物   2,729       

     計     2,734       

  担保付債務 

   長期借入金   2,020       

  （１年以内返済分含む）     
 

３．保証債務      53（195千米ドルほか） 
 

４．期末日満期手形の処理 

     当連結会計年度の末日は金融機関の休業日である 

    が、満期日に決済が行われたものとして処理してい 

    る。当連結会計期末残高から除かれている当連結期 

  末日満期手形は次のとおりである。 

       受取手形   71    

       支払手形    2    

（連結損益計算書関係）                                 （単位:百万円） 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

前連結会計年度 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 
    賞 与 引 当 金 繰 入 額                   61 
       役員退職慰労引当金繰入額       43 
      退職給付引当金繰入額                 64 
      役 員 報 酬                   94 
      従 業 員 給 料 手 当                  611 
      福 利 厚 生 費      118 
      賃 借 料                   86 

２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

                                    309 

    ――――― 

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 
    賞 与 引 当 金 繰 入 額                   69 
       役員退職慰労引当金繰入額       53 
      退職給付引当金繰入額                 55 
      役 員 報 酬                  117 
      従 業 員 給 料 手 当                  610 
      法 定 福 利 費                  111 
      賃 借 料                   94 

２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

                                    475 

３．早期退職費用 

  早期退職費用の内訳は､以下のとおりである。  

      特別退職金                  1,184 

      再就職支援費用                 65 

【連結】 
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（連結キャッシュ・フロー関係）                             （単位:百万円） 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

前連結会計年度 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記さ
れている科目の金額との関係（平成15年3月31日現在） 
    現金及び預金勘定                  2,143 
  有価証券勘定                               - 
    株式及び償還期間が3 ヶ月を超える債券等     -  
  現金及び現金同等物               2,143 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記さ
れている科目の金額との関係（平成14年3月31日現在） 
    現金及び預金勘定                  1,690 
  有価証券勘定                               1 
    株式及び償還期間が3 ヶ月を超える債券等   △1  
  現金及び現金同等物               1,690 

 

（リース取引関係） 

証券取引法第27条の30の６の規定に基づき電子開示手続きを行っているので記載を省略している。 

 

（有価証券関係） 

  当連結会計年度（平成15年 3月31日現在） 

有      価      証      券 
 １．その他有価証券で時価のあるもの                         （単位:百万円） 

種               類 取   得   原   価 連結貸借対照表計上額 差               額 

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）   

（１）株          式 

（２）そ    の    他 

251 

- 

725 

- 

473 

- 

  小          計 251 725 473 

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）   

（１）株          式 

（２）そ    の    他 

149 

25 

124 

14 

△24 

△10 

  小          計 174 139 △34 

  合          計 426 864 438 

（注）株式について42百万円の減損処理を行っている。 

  ２．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

                      （単位:百万円） 

種             類 連結貸借対照表計上額 

(１)満期保有目的の債券 

割 引 金 融 債         

(２)その他有価証券          

非 上 場 株 式         

  （店頭売買株式を除く） 

    そ の 他         

 

- 

 

6 

 

- 

 ３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

                      （単位:百万円） 

 １年以内 

債                券 

    そ     の     他 

 

- 

 

【連結】 



 17

前連結会計年度（平成14年 3月31日現在） 

有      価      証      券 

 １．その他有価証券で時価のあるもの                         （単位:百万円） 

種               類 取   得   原   価 連結貸借対照表計上額 差               額 

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）   

（１）株          式 

（２）そ    の    他 

318 

- 

980 

- 

662 

- 

  小          計 318 980 662 

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）   

（１）株          式 

（２）そ    の    他 

125 

25 

100 

19 

△24 

△5 

  小          計 150 120 △30 

  合          計 468 1,100 631 

（注）株式について31百万円の減損処理を行っている。 

 

  ２．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

                     （単位:百万円） 

種             類 連結貸借対照表計上額 

(１)満期保有目的の債券 

割 引 金 融 債         

(２)その他有価証券          

非 上 場 株 式         

  （店頭売買株式を除く） 

    そ の 他         

 

1 

 

6 

 

0 

  

  ３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

                     （単位:百万円） 

 １年以内 

債                券 

    そ     の     他 

 

1 

 

（デリバティブ取引関係） 
証券取引法第27条の30の６の規定に基づき電子開示手続きを行っているので記載を省略している。 
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（退職給付関係 ）                                                                        （単位:百万円） 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

前連結会計年度 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

(1) 採用している退職給付制度の概要 
   当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として適 
  格退職年金制度及び退職一時金制度を設けている。 
  また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う 
  場合がある。 
 
(2)退職給付債務に関する事項(平成15年3月31日現在) 
退職給付債務                      △3,406 
 年金資産                            1,026  
未積立退職給付債務             △2,380  
 未認識数理計算上の差異                349  
 貸借対照表計上額純額        △2,031  
 退職給付引当金                △2,031  
 
 
(3) 退職給付費用に関する事項                   
勤務費用                              121 
利息費用                               92 
期待運用収益                         △28 
会計基準変更時差異の費用処理額       △16 
 数理計算上の差異の費用処理額          116  
 退職給付費用                285  
 
(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
退職給付見込額の期間配分方法 
期間定額基準 
割引率          2.5% 
期待運用収益率  3.5% 
過去勤務債務の額の処理年数  
発生年度に全額を費用処理する方法をとって
いる。 
数理計算上の差異の処理年数 
5年 
(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の 
一定の年数による定額法によっており、発 
生年度から費用処理することとしている。) 
会計基準変更時差異の処理年数 
3年 

(1) 採用している退職給付制度の概要 
 
     同  左 
 
 
 
(2)退職給付債務に関する事項(平成14年3月31日現在) 
退職給付債務                      △3,084 
 年金資産                              805  
未積立退職給付債務             △2,279  
会計基準変更時差異の未処理額         △16  
 未認識数理計算上の差異                159  
 貸借対照表計上額純額        △2,136  
 退職給付引当金                △2,136  
 
(3) 退職給付費用に関する事項               
勤務費用                              156 
利息費用                              126 
期待運用収益                         △60 
会計基準変更時差異の費用処理額       △16 
 数理計算上の差異の費用処理額           55  
 退職給付費用                260  
 
(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
     退職給付見込額の期間配分方法 
       期間定額基準 
       割引率          3.0% 
       期待運用収益率  3.5% 
     過去勤務債務の額の処理年数  

同  左 
 
      数理計算上の差異の処理年数 
5年 
同  左 

 
 
会計基準変更時差異の処理年数 
3年 

【連結】 
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（税効果会計関係）                                        (単位：百万円) 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

前連結会計年度 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 
（繰延税金資産）                          
          退職給付引当金             792 
          役員退職慰労引当金          68 
          賞与引当金                 112 
          未払費用                     5 
          減価償却費                  25 
          たな卸資産                  21 
          繰越欠損金                 598 
          その他                      32  
        繰延税金資産合計           1,657 
（繰延税金負債）      
          その他有価証券評価差額金   183 
          買換資産圧縮積立金         904  
        繰延税金負債合計           1,087  
        繰延税金資産の純額         569  
 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳 
                         ％ 
法定実効税率                41.7 
 （調整項目） 
 交際費等永久に損金に算入されない項目     5.9 
 受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △2.7 
 住民税均等割                11.2 
 税効果を計上していない子会社欠損金     12.9 
 繰越欠損金の使用             △25.1 
 過年度繰延税金資産計上差額         15.5 
 税率変更による期末繰延税金資産の減額修正  10.8 
 その他                    2.6 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率     72.8 

 
３．税率の変更による繰延税金資産（及び繰延税金負債）
の見直し 
 
  平成15年 3月31日に「地方税法等の一部を改正する
法律（平成 15年法律第9号）が交付されたことに伴い、
平成 16 年 4 月 1 日以降解消が見込まれる繰延税金資産
及び繰延税金負債を計算する法定実効税率は 41.7％か
ら40.4％に変更された。 
 
 この結果、当連結会計年度末の繰延税金資産の金額
（繰延税金負債の金額を控除した金額）が8百万円減少
し、法人税等調整額の金額が 12 百万円、その他有価証
券評価差額金が 4百万円、それぞれ増加している。 
 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 
（繰延税金資産）                          
          退職給付引当金             852 
          役員退職慰労引当金          91 
          賞与引当金                  91 
          未払費用                     7 
          減価償却費                  35 
          たな卸資産                  22 
          繰越欠損金                 670 
          その他                      21  
        繰延税金資産合計           1,791 
（繰延税金負債）      
          その他有価証券評価差額金   263 
          買換資産圧縮積立金         972   
        繰延税金負債合計           1,235  
        繰延税金資産の純額         555  
 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳 
 
法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間の差異が法定実効税率の１００分の５以下で
あるため、注記を省略している。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

――――― 

【連結】 
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  （セグメント情報等） 

 １．事業の種類別セグメント情報 
当連結会計年度（自 平成14年 4月 1日 至 平成15年 3月31日）            （単位:百万円） 

   粉  末  冶  金  
 

電気電子関連 機械関連   計 

産業用 
機 器 その他 計 

消   去 
又は全社 連 結 

 
 
 

6,071 
 
79 

 
 
 

2,903 
 
11 

 
 
 

8,975 
 
91 

 
 
 
449 
 
138 

 
 
 
247 
 
12 

 
 
 

9,672 
 
241 

 
 
 

(   -) 
 

( 241) 

 
 
 

9,672 
 
- 

6,150 
6,185 

2,915 
2,854 

9,066 
9,040 

588 
606 

259 
219 

9,914 
9,866 

(  241) 
( 245) 

9,672 
9,620 

Ⅰ売上高及び営業損益 
 売 上 高         
(1) 外部顧客に対する          
  売 上 高         
(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高          
  計  

営 業 費 用          
 営 業 利 益         △35 60 25 △17 39 47 ( △3) 51 

Ⅱ資産、減価償却費 
 及び資本的支出         
  資      産 
  減 価 償 却 費         
  資 本 的 支 出         

 
 

9,120 
360 
62 

 
 

5,120 
317 
45 

 
 

14,241 
677 
108 

 
 
274 
13 
0 

 
 
424 
7 
0 

 
 

14,940 
698 
109 

 
 

3,062 
82 
△2 

 
 

18,002 
780 
107 

  （注）１．事業区分の方法 
       事業区分の方法は、製品の製造方法及び製品用途の類似性によっている。 
     ２．各事業の主な製品 
     （１）粉末冶金 電気電子関連……タングステンおよびモリブデン線・棒・板、電気接点、電極、 
                     磁気ヘッド基板、半導体・液晶製造用部品、誘電体セラミックス等 
             機 械 関 連……ＮＴダイカッター、切削工具、都市開発工具、耐摩耐食部品等 
     （２）産業用機器……自動化・省力化機器、据付修理、プラント 
     （３）その他……形状記憶合金、その他 
     ３．配賦不能営業費用は発生していない。 
     ４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（3,056百万円）の主なものは、親会社での余資運用

資金（現金及び預金並びに有価証券）及び長期投資資金（投資有価証券）に係る資産等である。 

 

前連結会計年度（自 平成13年 4月 1日 至 平成14年 3月31日）            （単位:百万円） 

   粉  末  冶  金  
 電気電子関連 機械関連   計 

産業用 
機 器 

その他 計 
消   去 
又は全社 

連 結 

 
 
 

6,558 
 
22 

 
 
 

2,882 
 
5 

 
 
 

9,440 
 
28 

 
 
 
501 
 
167 

 
 
 
340 
 
- 

 
 
 

10,283 
 
195 

 
 
 

(   -) 
 

( 195) 

 
 
 

10,283 
 
- 

6,581 

6,790 

2,887 

2,896 

9,469 

9,687 

668 

704 

340 

338 

10,478 

10,730 

(  195) 

( 193) 

10,283 

10,536 

Ⅰ売上高及び営業損益 
 売 上 高         
(1) 外部顧客に対する          
  売 上 高         
(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高          
  計  

営 業 費 用          
 営 業 利 益         △209 △8 △218 △35 2 △251 (   2) △253 

Ⅱ資産、減価償却費 
 及び資本的支出         
  資      産 
  減 価 償 却 費         
  資 本 的 支 出         

 
 

8,333 
411 
237 

 
 

5,028 
321 
225 

 
 

13,362 
733 
462 

 
 
322 
10 
8 

 
 
479 
10 
2 

 
 

14,164 
754 
472 

 
 

4,865 
94 
- 

 
 

19,029 
849 
472 

  （注）１．事業区分の方法 
       事業区分の方法は、製品の製造方法及び製品用途の類似性によっている。 
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     ２．各事業の主な製品 
     （１）粉末冶金 電気電子関連……タングステンおよびモリブデン線・棒・板、電気接点、電極、 
                     磁気ヘッド基板、半導体・液晶製造用部品、誘電体セラミックス等 
             機 械 関 連……ＮＴダイカッター、切削工具、都市開発工具、耐摩耐食部品等 
     （２）産業用機器……自動化・省力化機器、据付修理、プラント 
     （３）その他……形状記憶合金、その他 
     ３．配賦不能営業費用は発生していない。 
     ４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（4,876百万円）の主なものは、親会社での余資運用

資金（現金及び預金並びに有価証券）及び長期投資資金（投資有価証券）に係る資産等である。 
 

２．所在地別セグメント情報 

  当連結会計年度（自 平成14年 4月 1日 至 平成15年3月31日） 
全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が、いずれも９０％
を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略した。 
 

  前連結会計年度（自 平成13年 4月 1日 至 平成14年3月31日） 
在外連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報の記載を省略した。 

 

３．海外売上高 

  当連結会計年度（自 平成14年 4月 1日 至 平成15年3月31日）            （単位:百万円） 

 北 米 地 域 アジア地域 欧 州 地 域 その他の地域 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 494 574 107 19 1,196 

Ⅱ 連 結 売 上 高 - - - - 9,672 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合 (％) 5.1 6.0 1.1 0.2 12.4 

 (注)１ 国又は地域の区分は地理的近接度によっている。 

   ２ 各区分に属する主な国又は地域 

(１) 北米地域･･･････････アメリカ、カナダ 

(２) アジア地域･････････中国、韓国、香港、台湾 他 

(３) 欧州地域･･･････････イタリア、スペイン、フランス 他 

(４) その他の地域･･･････オーストラリア、南アフリカ 他 

 

  前連結会計年度（自 平成13年 4月 1日 至 平成14年3月31日） 

   海外売上高が連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略した。 

   

 （関連当事者との取引） 
  該当事項なし。 
 

 


